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三宅町 まちづくり推進課

都市計画マスタープラン、立地適正化計画
制度の概要

（第１回策定委員会）

資料１



都市計画マスタープランとは

都市計画の定義（都市計画法第4条第1項）
⚫ 都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備
及び市街地開発事業に関する計画
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都市計画マスタープランとは
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都市計画マスタープランとは
⚫ 平成4（1992）年の都市計画法改正に伴い創設された制度。
⚫ 都市計画法第18条の２に規定される 「市町村の都市計画に関する基本的
な方針」のこと。

⚫ 「大和都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（奈良県」、「三宅町総合計
画」に即し、三宅町の具体的な都市づくりの方針を定める計画。

⚫ 三宅町都市計画審議会の議を経て町が策定する計画。
⚫ 三宅町が定める個々の都市計画（地域地区など）は、当該方針に即したもの
でなければならない。

都市計画マスタープランの役割
➀長期的なまちづくりの考え方を明確に示す。

②都市計画の決定・変更の指針となる。
③多様な主体の参画・連携や財源の確保など、まちづくりを効果的、効率的に
進めるための方策を示す。



都市計画マスタープラン作成の流れ（現行計画）
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序章

第1章 現況と動向

第２章 全体構想

第３章 地域別構想

第４章 実現化方策

目的、位置付けなど計画策定の基本的事項
を記載

町の概況及び町民意向調査結果等と、これ
らを踏まえたまちづくりの課題を記載

町全体の将来都市像、将来人口、将来都市
構造と、分野別のまちづくりの方針を記載

地域別の将来像やまちづくりの方針等を記
載

重点施策や協働のまちづくり方策等を記載

計画の構成



全体構想
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基本目標の設定

将来都市構造の設定



全体構想
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➀土地利用の方針
②道路・交通網の方針
③都市施設等の方針
④市街地整備の方針

⑤都市防災の方針
⑥自然環境共生の方針
⑦都市景観形成の方針

まちづくりの方針（課題を踏まえた目標に対応する取組）



地域別構想と実現化方策
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地域区分図

実現化方策 ➀重点推進施策
②協働で取り組む推進方策

地域区分と地域のまちづくり方針



立地適正化計画とは

立地適正化計画とは
⚫ 平成26（2014）年8月に都市再生特別措置法の改正に伴い創設された制度。
⚫ 都市計画マスタープランがまちづくりの全体的な方向性を示す計画に対し、立
地適正化計画は、居住や都市の生活を支える機能を緩やかに誘導するととも
に、 地域交通との連携を図る都市計画マスタープランの高度化版。

⚫ 同法第81条第1項に規定される計画で、都市計画区域内の区域について、住
宅及び誘導施設（医療・福祉、商業施設等）の立地の適正化を図るための計画。

⚫ 都市機能誘導区域・誘導施設、居住誘導区域、防災指針等の事項を記載。
⚫ 立地適正化計画の策定については、市町村の都市計画審議会の意見を聴かな
ければならない。
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立地適正化計画とは

↑現行計画p2,3より
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人口減少等により懸念される影響と期待される効果



立地適正化計画の流れ（作成の手引き）

↑現行計画p2,3より
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計画の進め方



居住誘導区域・都市機能誘導区域
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区域の設定例

居住誘導区域の設定
都市機能誘導区域は、鉄道駅や庁舎等の拠点から概ね800～1000ｍの範囲に設定
（誘導施設は、生活サービス機能の立地状況や計画等を踏まえて必要な施設を設定）

土地利用状況から居住誘導
区域に適さない区域
・工業系地域等

法や防災指針等で居住誘導
区域に含めない区域
・市街化調整区域
・災害リスクの高い区域等

都市の中心拠点及び生活拠
点に立地する都市機能の利
用圏として一体的である
区域に設定

図 川西町立地適正化計画より



誘導施設（都市機能増進施設）
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誘導施設の例
※誘導施設（都市機能誘導区域内）とは都市の居住者の共同の福祉や利便のために必要な施設。
都市の実情に即し、既存施設の維持、新たな施設の誘導が必要な施設を設定。



居住誘導区域外における届出対象行為
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届出対象行為

※開発行為とは、主として、「建築物の建築や特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更」をいう（都市計画
法第４条第１２項）。
※ 住宅には共同住宅（住戸）を含む。



都市機能誘導区域内・外の届出対象行為
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誘導施設の届出対象行為



防災指針とは

↑国土交通省資料より

14

・平成2年9月の都市再生特別措置法の改正に伴い立地適正化計画に位置づけ。

・安全なまちづくりを推進するため、災害リスクの高い地域は新たな立地抑制を
図るため居住誘導区域からの原則除外を徹底するとともに、居住誘導区域に残
存する災害リスクに対しては、立地適正化計画に防災指針を定め計画的かつ着実
に必要な防災・減災対策に取り組むことが必要。

・検討にあたっては
① 立地適正化計画の対象とする地域の災害リスクの分析、災害リスクの高い地
域の抽出
② リスク分析を踏まえた居住誘導区域の設定や、既に設定している居住誘導区
域の見直し
③ 居住誘導区域における防災・減災対策の取組方針及び地区毎の課題に対応し
た対策の検討



ハザード情報と都市情報の重ねあわせ分析

↑国土交通省資料より
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分析例



リスク分析による取組方針

↑国土交通省資料より

16

地区ごとの取組方針の例



具体的な取組とスケジュール
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↑国土交通省資料より

取組とスケジュールの例



定量的な目標値の設定
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↑国土交通省資料より

目標値の設定例
おおむね５年ごとに施策の効果を調査、分析及び評価し、PDCAサイクルが適切に機能した実
効性の高い計画とするため、評価指標及びその目標値を設定。
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